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医政発第 号0722003
平成１６年７月 日22

各都道府県知事 殿

厚生労働省医政局長

「医療法の一部を改正する法律の施行について」等の一部改正について（通知）

先般、平成１６年厚生労働省告示第２２６号（厚生労働大臣の定める地域医療支援

病院の開設者を定める件の一部を改正する件）が平成１６年５月１８日に公布及び適

用され（別添参照 、地域医療支援病院に係る開設者の範囲が緩和されたところであ）

るが、今般、併せて 「医療法の一部を改正する法律の施行について （平成１０年、 」

５月１９日健政発第６３９号厚生省健康政策局長通知。以下「平成１０年通知」とい

う ）の一部を下記１のとおり改正し、地域医療支援病院の承認要件に係る紹介率等。

の見直しを行うこととした。それらの概要は下記２のとおりであるので、貴職におか

れては、その取扱いに遺憾なきを期されたい。

記

１ 平成１０年通知の一部改正について

平成１０年通知の一部を別紙の新旧対照表のとおり改正する。

２ 改正の概要

（１）開設主体の追加（告示改正関係）

平成１６年厚生労働省告示第２２６号（厚生労働大臣の定める地域医療支援病

） 、院の開設者を定める件の一部を改正する件 が平成１６年５月１８日に公布され

同日適用されたことにより、地域医療支援病院の開設者として、次のものを加え

たこと。

ア 社会福祉法（昭和４６年法律第４５号）第２２条に規定する社会福祉法人

イ 独立行政法人 労働者健康福祉機構

ウ 次に掲げる要件のいずれにも該当し、地域における医療の確保のために必要

な支援の実施に相当の実績を有している病院を開設する者

（ア）平成５年７月２８日健医発第８２５号厚生省保健医療局長通知「エイズ治

療の拠点病院の整備について」によるエイズ治療の拠点病院、又は平成１３

年８月３０日健発第８６５号厚生労働省健康局長通知「地域がん診療拠点病

院の整備について」による地域がん診療拠点病院であること。



（イ）健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６３条第３項第１号の指定、又

は同法第８６条第１項第１号の承認を受けていること。

（２）紹介率の見直し等（通知改正関係）

ア 承認要件である「紹介外来制を原則としている」とは、これまで、紹介率が

８０％を上回っていること（紹介率が６０％以上であって、承認後２年間で当

該紹介率が８０％を達成することが見込まれる場合を含む ）を求める趣旨で。

あるとしてきたが、このほか、次のいずれかを満たしている場合にも 「紹介、

外来制を原則としている」ものとして取り扱うこと。

（ア）紹介率が６０％を上回り、かつ、逆紹介率が３０％を上回ること

（イ）紹介率が４０％を上回り、かつ、逆紹介率が６０％を上回ること

※ 逆紹介率＝（逆紹介患者の数 ／初診患者の数 ）×１００（注１） （注２）

（注１）逆紹介患者の数とは、地域医療支援病院から他の病院又は診療所に紹介した者で、診療情報提供料を算定

したものの前年度の数

（注２）紹介率の算定における「初診患者の数」の定義と同様

イ その他の改正事項は、次のとおりであること。

（ア）紹介率の算定に当たっては、紹介率の算定式中にある「紹介患者の数」及

び「救急患者の数」は、全て初診患者のみを対象とすることを明確化したこ

と。

なお、これに伴い、既に承認されている地域医療支援病院のうち改正後の

承認要件を満たさなくなるものについては、ある程度の時間的余裕をもって

新たな要件に適合するよう指導していくこととし、それまでの間は、従来通

りの取り扱いとして差し支えないこと。

（イ）紹介率又は逆紹介率の算定に当たって、紹介元又は逆紹介先が特定の医療

機関に偏っている場合は、地域における医療の確保のために必要な支援を行

うという地域医療支援病院の趣旨に反することから、医療法（昭和２３年法

律第２０５号）第１６条の２第７号及び医療法施行規則（昭和２３年厚生省

令第５０号）第９条の１９第１項の規定に基づき当該地域医療支援病院内に

設置される委員会において対応策を審議させ、この場合の対応策の進捗状況

、 、 。等によっては 必要に応じ 都道府県医療審議会で審議することとしたこと

（ウ）新たに地域医療支援病院の承認を行った場合には、厚生労働省あてに情報

提供をお願いすることとしたこと。



（別紙）

○医療法の一部を改正する法律の施行について（平成１０年５月１９日健政発第６３９号厚生省

健康政策局長通知 （抄））

（傍線は改正部分）

改正後 改正前

第２ 地域医療支援病院に関する事項 第２ 地域医療支援病院に関する事項

２ 承認手続 ２ 承認手続

（２）地域医療支援病院を開設することが （２）地域医療支援病院を開設することが

、 、 、 、できる者は 新法第４条に規定する国 できる者は 新法第４条に規定する国

都道府県、市町村、特別医療法人のほ 都道府県、市町村、特別医療法人のほ

か、公的医療機関（新法第７条の２第 か、公的医療機関（新法第７条の２第

１項各号に掲げる者（都道府県、市町 １項各号に掲げる者（都道府県、市町

村及び次に掲げる者を除く 、医療 村及び次に掲げる者を除く 、医療。） 。）

法人 特別医療法人を除く 民法(明 法人 特別医療法人を除く 民法(明（ 。）、 （ 。）、

治２９年法律第８９号）第３４条の規 治２９年法律第８９号）第３４条の規

定に基づき設立された法人、私立学校 定に基づき設立された法人、私立学校

法（昭和２４年法律第２７０号）第３ 法（昭和２４年法律第２７０号）第３

条に規定する学校法人 社会福祉法 昭 条に規定する学校法人とされたこと。、 （

和４６年法律第４５号）第２２条に規 （厚生大臣の定める地域医療支援病院

定する社会福祉法人、独立行政法人労 の開設者(平成１０年厚生省告示第１

働者健康福祉機構、又は次の①及び② ０５号 ））

のいずれにも該当し、地域における医

療の確保のために必要な支援の実施に

相当の実績を有している病院を開設す

る者（①平成５年７月２８日健医発第

８２５号厚生省保健医療局長通知「エ

イズ治療の拠点病院の整備について」

によるエイズ治療の拠点病院又は平成

１３年８月３０日健発第８６５号厚生

労働省健康局長通知「地域がん診療拠

点病院の整備について」による地域が

ん治療拠点病院であること、②健康保

険法（大正１１年法律第７０号）第６

３条第３項第１号の指定又は同法第８

６条第１項第１号の承認を受けている

こと）とされたこと （厚生労働大臣。

の定める地域医療支援病院の開設者

(平成１０年厚生省告示第１０５号 ））

３ 承認に当たっての留意事項 ３ 承認に当たっての留意事項

（１）紹介患者に対する医療提供（新法第 （１）紹介患者に対する医療提供（新法第

４条第１項第１号関係） ４条第１項第１号関係）

① 新法第４条第１項第１号に規定する ① 新法第４条第１項第１号に規定する

「他の病院又は診療所から紹介された 「他の病院又は診療所から紹介された

患者に対し医療を提供し （中略）体 患者に対し医療を提供し （中略）体、 、

制が整備されていること」とは、いわ 制が整備されていること」とは、いわ

ゆる紹介外来制を原則としていること ゆる紹介外来制を原則としていること

を意味するものであり、具体的には、 を意味するものであり、具体的には、



次のいずれかの場合に該当することを 次の式により算定した数(以下「地域

求める趣旨であること。 医療支援病院紹介率」という。)が８

ア 次の式により算定した数 以下 地 ０％を上回っていることを求める趣旨） （ 「

域医療支援病院紹介率」という ） であること。。

が８０％を上回っていること

地域医療支援病院紹介率＝（ 紹 地域医療支援病院紹介率＝（ 紹介（ （

介患者の数＋救急患者の数）／初診 患者の数＋救急患者の数）／初診患者

患者の数）×１００ の数）×１００

イ）地域医療支援病院紹介率が６０％

を上回り、かつ、次の式により算定

した数（以下「地域医療支援病院逆

紹介率」という ）が３０％を上回。

ること

地域医療支援病院逆紹介率＝（逆

紹介患者の数／初診患者の数）×１

００

ウ）地域医療支援病院紹介率が４０％

を上回り、かつ、地域医療支援病院 前記式において 「紹介患者の数 、、 」

逆紹介率が６０％を上回ること 「救急患者の数 「初診患者の数」」、

前記の地域医療支援病院紹介率及び とはそれぞれ次の値の申請を行う年度

地域医療支援病院逆紹介率の算定式に の前年度(平成１０年度中の申請にあ

おいて 「紹介患者の数 「救急患者 っては、申請前半年以内の任意の数か、 」、

の数 「初診患者の数 「逆紹介患 月(最低１か月間)の平均値を用いても」、 」、

者の数」とはそれぞれ次の値の申請を 差し支えない。)の数をいうものであ

行う年度の前年度の数をいうものであ ること。

ること。

「紹介患者の数 ：開設者と直接関係 「紹介患者の数 ：開設者と直接関係」 」

のない他の病院又は診療所から紹介 のない他の病院又は診療所から紹介

状により紹介された者の数（初診の 状により紹介された者の数（紹介元

患者に限る。また、紹介元である他 である他の病院又は診療所の医師か

の病院又は診療所の医師からの電話 らの電話情報により地域医療支援病

情報により地域医療支援病院の医師 院の医師が紹介状に転記する場合及

が紹介状に転記する場合及び他の病 び他の病院又は診療所等における検

院又は診療所等における検診の結 診の結果、精密検診を必要とされた

果、精密検診を必要とされた患者の 患者の精密検診のための受診で、紹

精密検診のための受診で、紹介状又 介状又は検査票等に、紹介目的、検

は検査票等に、紹介目的、検査結果 査結果等についてその記載がなされ

等についてその記載がなされている ている場合を含む ）。

場合を含む。)

「救急患者の数 ：緊急的に入院し治 「救急患者の数 ：緊急的に入院し治」 」

療を必要とした救急患者の数（初診 療を必要とした救急患者の数

の患者に限る。以下同じ ）。

初診患者の数 ：初診患者の総数 当 初診患者の数 ：初診患者の総数 当「 」 （ 「 」 （

該地域医療支援病院が新法第３０条 該地域医療支援病院が新法第３０条

の３に基づいて作成された医療計画 の３に基づいて作成された医療計画

において位置付けられた救急医療事 において位置付けられた救急医療事

業を行う場合にあっては、当該救急 業を行う場合にあっては、当該救急

医療事業において休日又は夜間に受 医療事業において休日又は夜間に受

診した救急患者の数（初診の患者に 診した救急患者の数（緊急的に入院

限る。また、緊急的に入院し治療を し治療を必要とした救急患者の数を

必要とした救急患者の数を除く ） 除く ）を除く ）。 。 。

を除く ）。



「逆紹介患者の数 ：地域医療支援病」

院から他の病院又は診療所に紹介した

者の数

② 前記①において「初診患者」とは、 ② 前記①において「初診患者」とは、

診療報酬点数表において初診時基本診 診療報酬点数表において初診時基本診

療料若しくは紹介患者初診時基本診療 療料若しくは紹介患者初診時基本診療

料又は初診料若しくは紹介患者初診料 料又は初診料若しくは紹介患者初診料

を算定することができる患者及び社会 を算定することができる患者及び社会

保険診療以外の患者のうちこれに相当 保険診療以外の患者のうちこれに相当

する患者をいうものであること。 する患者をいうものであること。

③ 前記①において 逆紹介患者 とは ③ 前記①において、紹介状には、紹介「 」 、

診療報酬点数表において診療情報提供 患者の氏名、年齢、性別、傷病名又は

料を算定した患者及び社会保険診療以 紹介目的、紹介元医療機関名、紹介元

外の患者のうちこれに相当する患者を 医師名、その他紹介を行う医師におい

いうものであること。 て必要と認める事項を記載しなければ

④ 前記①において、紹介状には、紹介 ならないものであること。

患者の氏名、年齢、性別、傷病名又は ④ 地域医療支援病院紹介率が６０％以

紹介目的、紹介元医療機関名、紹介元 上であって、承認後２年間で当該紹介

医師名、その他紹介を行う医師におい 率が８０％を達成することが見込まれ

て必要と認める事項を記載しなければ る病院については、都道府県知事が地

ならないものであること。 域の実状に応じて、具体的な年次計画

⑤ 前記①のア）に関して、地域医療支 の提出を求めた上で、承認して差し支

援病院紹介率が６０％以上であるが① えないこと。

のイ）の要件に該当しない場合であっ なお、この場合において、承認後、

ても、承認後２年間で当該紹介率が８ ２年間の年次計画が達成されない場合

０％を達成することが見込まれる病院 は、地域医療支援病院の承認の取消し

については、都道府県知事が地域の実 を行うこととなるが、合理的な努力を

状に応じて、具体的な年次計画の提出 行ったものと認められる場合には、都

を求めた上で、承認して差し支えない 道府県知事は都道府県医療審議会の意

こと。 見を聴いて、１年に限り計画期間の延

なお、この場合において、承認後、 長を認めて差し支えないものであるこ

２年間の年次計画が達成されない場合 と。ただし、承認後３年を経過してな

は、地域医療支援病院の承認の取消し お年次計画が達成されない場合におい

を行うこととなるが、合理的な努力を ては、都道府県医療審議会の意見を聴

行ったものと認められる場合には、都 いた上で、その承認の取扱いを決定さ

道府県知事は都道府県医療審議会の意 れたいこと。

見を聴いて、１年に限り計画期間の延

長を認めて差し支えないものであるこ

と。ただし、承認後３年を経過してな

お年次計画が達成されない場合におい

ては、都道府県医療審議会の意見を聴

いた上で、その承認の取扱いを決定さ

れたいこと。

⑥ 地域医療支援病院紹介率又は地域医

療支援病院逆紹介率の算定に当たっ

て、紹介元又は逆紹介先が特定の医療

機関に偏っている場合は、地域におけ

る医療の確保のために必要な支援を行

うという地域医療支援病院の趣旨に反

することから、新法第１６条の２第７

号及び新省令第９条の１９第１項の規

定に基づき当該地域医療支援病院内に



設置される委員会において対応策を審

議させること。この場合において、対

応策の進捗状況等によっては、必要に

応じ、都道府県医療審議会で審議する

こととされたいこと。

（６）その他 （６）その他

①～③ ①～③

④ 新たに地域医療支援病院の承認を行

った場合には、厚生労働省あて情報提

供されたいこと。




